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第４章 経営統合に関する考察 
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１. 経営統合事例にみる経営管理手法 

経営統合事例に多い経営難を原因とするケースは、統合先法人が長年にわたり業績低迷

から脱出できなかった例でもある。ところが、経営統合後、早いものでは２～３か月後に

単月黒字に転換している。職員の大半は前経営者時代の職員を継続雇用しており、院長以

下の経営幹部も前経営者時代のままという例が尐なくない。また、給与は現給保障してい

る例が大半であり、給与を引き下げて経営改善を図ったものでもない。 

同一施設、同一職員でありながら、統合前は経営難の病院が、統合後のわずかの期間で

黒字転換を果たせたのは経営管理手法によるところが大きく、この点において経営統合事

例は経営改善策を学ぶ宝庫であるといえよう。 

ケーススタディの経営管理手法には次の共通点がある。以下では、経営改善手法ごとに

統合側法人の取組みを再確認する。（統合法人別の経営管理手法は 158～163 頁参照） 

① 職員の経営参画意識の高揚 ⑤ 職員研修の充実 

② ＰＤＣＡ活動の励行  ⑥ 医療連携の強化 

③ 課題の把握と対応  ⑦ 医療機能再編・設備投資 

④ コストダウン 

 

(1) 職員の経営参画意識の高揚 

経営改善手法を導入しても、病院職員が真摯に取り組まなければ改善効果を発揮できな

い。医療は各診療科の専門性が高く、患者症例も多岐にわたることから、マニュアル一辺

倒での改善が難しい。職員一人一人が経営改善の必要性や病院の進むべき方向性を理解し

た上で、現場ごとに経営改善手法を反映させる積み重ねが不可欠である。 

病院職員は医師をはじめドラッガーのいう知識労働者1であり、自らが目標とみなすも

のには尽力するが、共感しないお仕着せの目標やルールには従わない傾向がある。 

職員が経営参画意識を持つための第一歩は経営情報の公開である。公立病院の経営改革

事例でも民間病院の経営統合事例でも共通して情報公開を手掛けている。例えば山形県立

日本海病院との統合（地方独立行政法人化）でイニシアチブを取る酒田市立病院は、経営

データはもちろん、議会等で取り上げられた内容まで院内ネットワークで公開した。開設

以来 14 年間赤字経営が続いた那覇市立病院では、経営情報公開をはじめとする経営改善

により１年間で黒字転換に成功している。これらの病院が職員向けに情報を公開したのは

経営難の真っただ中であり、経営指標は当然に悪かったが、あえて公開している。 

ケーススタディにおける家庭医療学センター、伯鳳会や啓愛会、中川会、桑名市民病院、

上尾中央医科グループは、経営方針、目標、経営情報を全職員に公開している例である。

中川会が中川病院と中川脳神経外科病院の合併・診療機能再編に当たって半年間をかけて

全職員に趣旨説明をし、職員が主体的に業務を行う意識を持たせたのも経営参画意識高揚

の一例である。 

情報公開以上の職員経営参加意識高揚策の取組み例もあった。伯鳳会は部単位、個人単

位で改善目標を立て、現場職員は技能取得等の個人目標を遂行することで改善（質の向上）

                            
1 高度に専門化された知識を持ち、知識や情報を生産手段とする労働者。知識労働者（knowledge worker）は専門

性が高いプロフェッショナルであって、自らが目標や達成とみなす要求に応じて成長する。 
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に寄与している。上尾中央医科グループは、病院ごとで複数の業務改善チームを組織し、

改善結果をグループの全体大会で公表して情報を共有する機会を設けている。 

 

(2) ＰＤＣＡ活動の励行 

Plan-Do-Check-Action のＰＤＣＡサイクル活動は複数の病院を経営する法人や病院グル

ープで顕著である。経営者は傘下の複数病院を個別に管理監督するわけにはいかず、まし

てや経営統合先病院の場合は個別職員の持ち味まで理解するのは難しい。自ずと院長をは

じめとする現場の経営陣に病院運営を委ねざるを得ず、ケーススタディ中の統合側医療法

人はほぼすべてがＰＤＣＡサイクルの経営管理を取り入れている。 

本部で全体方針を示し、その方針に従い個別病院が事業計画を立案・実行し、本部は計

数管理と業務改善支援を行う機能分担が図られている。この役割分担は企業の部門管理や

株式市場による業績評価システムに類似しており、運営主体と評価主体が分離する近代的

経営形態の性格を帯びている。この点、個人病院に代表される多くの病院が第三者のチェ

ックを受けることなく、経営者の裁量で経営をしているのと対照的である。 

公立病院等でも事業計画や経営改善計画が策定されるが、完遂に至らないことが多いよ

うである。チェック機関の権限が弱いこと、需要と供給の不一致から改善のアクションを

行っても大きな影響を与えるまでには至らないためと考えられる。 

 

(3) 課題の把握と対応 

経営改善の裏付けとなるのが医事データ分析を基本とする経営データ分析である。伯鳳

会、啓仁会等は部門別原価計算やＳＷＯＴ分析（資料編参照）等を行い、診療機能の見直

しに反映している。また、タナカメディカルや中川会は患者満足度調査や職員意識調査等

を実施し、改善活動に反映している。 

課題に対しては経営会議やテーマ別委員会等で対策が検討されている例が多い。クオラ

は課題の早期発見・早期対策を重視し、即時解決を基本とする。統合事例には数か月程度

で黒字転換している例が尐なくないことから、医療法人は程度の差こそあれ即時解決が基

本路線と推察される。 

事務局機能が充実している法人では単なる事務管理にとどまらず、経営スタッフがデー

タ分析による課題抽出のほか、ＰＤＣＡ活動、コストダウン、職員研修、医療連携、医療機

能再編成・設備投資等の経営に直接影響を及ぼす内容に深く関わっている。経営陣を補佐

する経営企画機能を備える経営スタッフの層が厚いことが、経営管理、経営改善の基盤と

なっている。 

 

(4) コストダウン 

材料費等のコストダウンは、診療材料の標準化（点数削減）、価格引下げ交渉（購買先

の絞り込み、市場実勢価格の把握、傘下病院の共同・一括購入と購入窓口の一本化等）が

基本である。また、業務委託の適正化（委託範囲の見直し、委託先の絞り込み）、省エネ

ルギー総合対策（Esco）等への取組み例もある。この点はケーススタディの医療法人でも、

経営改善に成功した公立病院でも共通している。 
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(5) 職員研修等の充実 

職員研修は質の向上策にとどまらず、優秀な医師・職員採用の布石でもある。 

専門医（家庭医）養成が中核事業の北海道家庭医療学センターは別格として、各機関と

も研修に注力している。 

研修が制度として確立しているのが上尾中央医科グループであり、職種別・段階別のグ

ループ内研修過程を設置している。公立病院との統合例では加古川市民病院が教育支援セ

ンターを創設し、臨床研修医や医療スタッフの教育研修の充実を計画している。また、タ

ナカメディカルとクオラでは定期的に職員接遇研修を実施している。 

 

(6) 医療連携の強化 

医療機関の機能分担が進むに従い、入院患者は外来経由から紹介経由にウエイトが移り、

患者紹介数の多寡（地域医療連携の強さ）が病院経営に直結するようになってきた。ケー

ススタディには掲示していないが、患者不足（低病床稼働率）から経営難に陥った病院と

統合した例で、同一施設・同一スタッフでありながら、病床稼働率を翌月に 10 ポイント

上昇させ、３か月後には満床にした事例もある。 

ケーススタディの各統合側病院は、院長、担当医、医療連携室スタッフ等が紹介元医療

機関を往訪する等、連絡を密にしているが、単に紹介を依頼するだけでは患者を転院させ

てもらえるとは限らない。紹介元医療機関が、紹介した患者から良い病院を紹介してもら

えたと感謝される水準のサービスを提供し、かつ経過報告や返送を丹念にする等の体制が

なければならない。 

 

(7) 医療機能再編・設備投資 

得意分野や特徴のある診療科に資源を投入して病院全体の集患力を高めるとの考えで

医療機能を再編したのが啓愛会の孝仁病院（旧 河南病院）とクオラリハビリテーション

病院である。前者は地域になかった PET 画像診断センターと緩和ケア病棟を導入し、後者

は当時は珍しかった回復期リハビリテーション機能を導入し、高稼働率を成し遂げた。 

市場分析により機能再編を果たしたのが啓仁会の吉祥寺南病院（不採算診療科廃止）、

伯鳳会の国仲病院と中川病院（ともに療養病床を回復期リハビリテーション病棟に転換）、

上尾中央医科グループの杉並リハビリテーション病院（脳神経外科中心の総合西荻中央病

院を回復期リハビリテーションに特化した病院に転換）等である。これらのケースは医療

需要と他病院の供給状況を鑑みた機能転換が業績向上に寄与している。 

一方、設備投資ついては、ケーススタディの大半の事例が統合先病院に対して新設移転、

改修等の投資を行っている。移転新築例（計画中を含む）は、啓愛会の統合した孝仁病院

（旧 河南病院）、伯鳳会の統合した国仲病院と大阪暁明館病院、清和会の統合した平成と

うや病院（旧 斉藤病院）、クオラの統合した姶良整形外科病院、ならびに３公立病院の統

合例である。伯鳳会が統合した国仲病院と清和会が統合した斉藤病院は移転までの使用期

間のために旧施設にも投資している。タナカメディカル統合先の博友会病院と中川会の２

病院は大改修を実施する等、ケーススタディの大半の統合先病院は改修を行っている。こ

のための資金調達力の有無も経営統合に至った遠因であると推察される。 
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ケーススタディ事例における経営管理手法一覧（1） 

 ①職員の経営参画意識の高揚 ②ＰＤＣＡ活動の励行 ③課題の把握と対応 

医療法人北海道家庭医
療学センター；北海道
室蘭市 
 
（Ｐ40～） 

 患者数、月次収支などについ
ては診療所ごとに全職員と
共有し、問題のある指標につ
いてはどう取り組むかの議
論を速やかに実施する。 

 理事長が示した全体方針に
従い各診療所が年間事業計
画を策定し、さらに直営診療
所では各部門で部門計画を
策定する。一定期間ごとに目
標達成度を確認し、未達の場
合には本部スタッフも加わ
って経営改善策を検討。 

 医事データ等の加工分析ほ
か、必要に応じて患者満足度
調査を行い、経営改善に反
映。 

医療法人伯鳳会；兵庫
県赤穂市 
 
（Ｐ46～） 

 経営指針書を全職員に配布
し、理事長の方針・病院の目
標・課の目標を明確にし、目
標達成のため職員間連携を
向上させる。 

 業績連動制の賞与としてお
り、経営情報は全職員にも公
開して経営を透明化してい
る。 

 理事長が示した全体目標に
沿って各病院・施設が自院の
年度事業計画を策定。この計
画を踏まえ診療科等の単位
での事業計画を策定し、これ
に沿って職員が個人目標を
設定。 

 進捗状況の把握のための中
間面接、目標達成度の結果面
接を行い、問題点等を検討す
る。それに基づき、再度次期
目標の設定を行う。 
 

 目標設定する前に、該当事業
所のＳＷＯＴ分析を行う。 

 医療安全・感染・接遇・パス・
機器購入等の委員会で、それ
ぞれの問題点・課題等を議論
し、委員会の存在価値を高め
ることで各部署・各職員の連
帯感を向上させる。 

 請求漏れのある施設基準項
目を調査し、収入に組み込む
ことで増収を図る。 
 

社団医療法人啓愛会；
岩手県奥州市 
 
（Ｐ60～） 
 

• 給与情報を含む経理情報は
すべて公開している。良い
経営状況の病院も悪い経営
状況の病院も明確になって
いる。 
 

• 各事業所ごとに年間事業収
支、新規事業計画を作成し、
理事会での各事務長からの
説明とヒアリングを経て新
年度収支損益、事業計画を
決定。 

• その後、毎月の運営委員会
（理事長、専務理事、常務
理事、各事務長、各総看護
師長出席）で予算、実績の
比較検討を行い、予算差異
の原因調査をした上で毎月
開催の理事会に報告。 

• 毎月の運営委員会で医療原
価、診療行為別の予算・実績
報告を行うとともに、リハビ
リ科、栄養科、放射線科、検
査科等で病院間の合同会議
を定期的に開催して情報交
換をして改善を図る。 

医療法人啓仁会；埼玉
県所沢市 
 
（Ｐ69～） 
 

 事業計画に則って各病院に
経営の裁量を付与。 

 法人スタッフが事業計画策
定や経営改善策の検討に関
与。各病院の成果を定期的に
評価。 

 部門別損益計算を実施し、利
益ベースで事業評価を実施。
吉祥寺南病院の眼科、透析、
耳鼻咽喉科等の不採算部門
を廃止。 
 

医療法人清和会；熊本
県熊本市 
 
（Ｐ79～） 

 本部会（経営会議）出席の部
長クラスの職員までには経
営情報を公開している。 

 経営方針を決定する管理会
議と本部会で進捗状況を管
理し、改善策を検討する。 

 事務局がデータ分析し、事務
方トップの副理事長が精査。 

 経営データを元に本部会で
対策を検討する。 
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④コストダウン ⑤職員研修等の充実 ⑥医療連携の強化 ⑦医療機能再編・設備投資等 

 未実施だがグループ一括
購入を検討中。 

 日本プライマリ・ケア連合
学会認定の３年間家庭医
療専門研修プログラムに
則って家庭医療専門医を
育成。 

 修了者に対して院長見習
いとなるフェローシップ
研修を２年間提供。 

 全職員に対して自己研修
機会を提供し、年間 35 万
円までの補助を行う。 

 急性期病院や施設、介護
事業者との連携を緊密
に行い、毎月定例ミーテ
ィングを実施。 

 地域での在宅医療を担う
医療機関の不足を踏まえ
て、積極的に訪問診療を展
開するために理学療法士
の採用や訪問看護師の採
用を行い、医療機能を強
化。 

 薬品、医材料の品目コント
ロールをし、定期的な価格
見直しを行う。 

 統合先病院と伯鳳会の薬
品・診療材料費の単価を比
較し、割高コストを調査。
傘下病院の薬品は薬品卸
から一括購入して規模の
メリットを発揮。 

 医療機器は各部署メンバ
ーで構成する機器購入委
員会が無駄がないかチェ
ック。 

 研修受講には積極的であ
り、研修等に参加したい職
員はいつでも参加できる環
境を整えている。 

 定期的な他医療機関へ
の訪問を連携室だけで
はなく、院長、各科医師、
コメディカルも同行する。 

 新規の機器の導入紹介、
新規治療の紹介、新規医
師の着任紹介等を必要
に応じて行っている。 

• 直現場の担当が訪問す
ることによるフェイスツ
ーフェイスでのスムーズ
な連携を行っている。 

 国仲病院は回復期リハビ
リテーション病棟と医療
型療養病床に転換。 
約 1.2億円の初期投資で管
理スペース等を病室に転
換。外来等の環境改善のた
めに、ロビー、診察エリア
の改修を行う。 

 小国病院は１億円強を投
資して、ロビー、外来、病
室等内部を改修。 
 

• 診療材料購入検討委員会
等でコストダウン策を検
討。基本的に傘下病院の購
入は本部で取りまとめて
一括購入。 

• 各事業所からの選任者で構
成する研修委員会が職員一
般研修を実施。新入社員研
修、５年目研修、10 年目研
修、リーダーシップ研修等、
ならびに傘下病院の各科ご
との専門研修を計画・実施。
講師は研修内容により内
部・外部講師を依頼。 
 
 
 

 岩手医大附属病院や県
立中央病院等との連携
に注力。結果として、Ｐ
ＥＴ画像診断センターは
単年度黒字を達成。 

 県内初のＰＥＴ画像診断セ
ンター、盛岡地区初の緩和
ケア病棟を設置。 

 統合先病院を盛岡駅から
車で 10 分程度の場所に移
転新築。 

 診療材料・医薬品の交渉窓
口を一本化。 

 法人内部研修は各ワム・タ
ウンごとの研究発表会や
外部講師による集合研修
の実施、外部研修は各種学
会への参加や看護協会に
よる看護師研修を受講で
きるよう配慮。 

 関連病院や福祉施設を
近隣に集約し、医療サー
ビス・福祉サービスをシ
ームレスに提供。 

 回復期リハビリテーショ
ン病棟入院料の算定等、診
療報酬体系を活用。 

 吉祥寺南病院の病棟面積
の拡充を図り、10 人部屋の
解消や 10 対１入院基本料
算定など、療養環境を改
善。 

 統合先病院も同一の SPD、
納入業者に統一。 

 納入価格交渉は SPDを通じ
て行う。 

 専門研修は各診療部に実
施を委ねる。 

 医療安全、個人情報保護な
ど病院共通事項の研修は教
育委員会が行う。 

 院長が医療連携室担当
と医療機関を往訪。 

 熊本大学医局出身医師
の人脈を活用し、病院間
の連携体制を築く。 

 両病院とも機能転換をし、
既存病棟を改修。 

 統合先病院は、リハビリテ
ーション機能強化、紹介患
者増のために移転新築。 
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ケーススタディ事例における経営管理手法一覧（2） 
 ①職員の経営参画意識の高揚 ②ＰＤＣＡ活動の励行 ③課題の把握と対応 

医療法人クオラ；鹿児
島県さつま町 
 
（Ｐ89～） 
 

 毎月行われる運営会議に出席
している病院科長、福祉法人部
長クラスまでは、経営情報を共
有している。 

 各施設と施設の部門単位
で年間事業計画を策定し
ている。 

 経営会議、運営会議、施設
会議の３段階の会議を通
して全体の進捗管理、部門
の進捗管理を行う。 

 問題があれば、即時対策。 
 

 経営データの分析は会計事
務所の協力を得て、運営企
画室が行っている。 

 課題把握は左記の３段階の
会議で行う。 

医療法人札幌田中病院
（タナカメディカル）；北
海道札幌市 
 
（Ｐ100～） 

 病院３役会議（院長・看護部
長・事務長）の方針決定に基づ
き、トップダウンとボトムアッ
プを適切に使い分け、期待する
成果の明確化と結果のフィー
ドバックにより、職員の経営参
画意識を高めている。 

 理事長が示す全体的な数
的目標については十分達
成可能な水準に設定され
ており、これにどれだけ上
積みできるか、事務長が細
目を各部署と策定し、ＰＤ
ＣＡサイクルを通じて結
果のフィードバックを行
うことにより、モチベーシ
ョンの高揚を図っている。 
 

 患者満足度調査は年１回実
施し、職員間で結果を共有
し、改善活動につなげてい
る。 

 患者の入院経路を分析し、
効果的な渉外活動のデータ
としているほか、数的デー
タは詳細に区分して、主に
前年同月比較での分析を行
い、課題の把握と対応の策
定を行っている。 

医療法人中川会；広島
県呉市 
 
（Ｐ111～） 

 職員の経営参画意識を高める
ため経営情報を全職員に所属
長をとおして伝達。経営運営会
議には科長以上が出席して経
営状態を把握。 

 年度の事業計画を作成し、
日次については患者数、病
床稼働率、目標達成度を毎
日一覧表にして各部署に
配布。 

 月次については経営会議
で報告し、年度の中途に検
証して年度末に再度検証。 

 経営データについては月次
の経営会議に報告し、すべ
ての職員に開示し、患者に
アンケートを日々行い（退
院時）、満足度を調査し、月
次の会議で報告し、改善策
を患者へフィードバック。 

 人事制度改訂の際に匿名の
Web 方式のアンケートを実
施して職員の意見を収集。
匿名で書き込まれた職員の
意見に対しては幹部職員が
直接回答するとともに、そ
の回答を会議室に貼って幹
部、職員間で意識の共有を
図った。 
 
 

東海市民病院；愛知県
東海市 
 
（Ｐ120～） 

 病院の経営方針の決定に際し
ては病院委員会の決定を重視。
各委員会活動への参加により
経営への参画を行う。 

 院長などが決定する方針
の実現のため、また現在で
は平成 27 年度の新病院建
設のため、各部門が同じ目
標をもって事業計画の策
定や事業の実施を推進。 

 経営データの作成は、経営
改善推進委員会資料として
各部署で作成し、委員会で
問題点の洗い出しや改善案
などを協議。 

地方独立行政法人 
加古川市民病院機構；
兵庫県加古川市 
 
（Ｐ130～） 

 病院の経営方針については、毎
週開催される機構運営会議（理
事および両病院事務部長）で議
論して決定する。職員に対して
は、年始および年度当初に基本
方針を伝達。 

 毎月開催の経営企画会議
（両病院幹部出席）で理事
長諮問の重要プロジェク
トについて現状報告並び
に進捗状況を把握してい
る。また、東市民病院にお
いてはＴＱＭ委員会を立ち
上げ、ＱＩプロジェクトに
参加し医療の質改善に取
り組んでいる。 

 両病院共通のフォーマット
で患者満足度調査を年１回
実施し、接遇改善等に反映。 

 年度計画に対する進捗度合
や課題について外部委員に
よる評価委員会から評価を
受け、必要に応じた対策を
取る。 
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④コストダウン ⑤職員研修等の充実 ⑥医療連携の強化 ⑦医療機能再編・設備投資

等  医療材料・機器等の発注は
病院ごとであるが、価格交
渉は本部で対応する。 

 全病院職員を対象とする接
遇研修を定期的に行ってい
る。 

 理学療法士等には、新卒入
職から資格が取れる６月ま
での２か月間に徹底的な教
育を行う。 

 理学療法士等は自主的に毎
月公開研修を行っている。 

 病床稼働率の低下対策の
指示が下ると医療連携室
の MSWが連携先病院に転
院対象者がいないか問い
合わせる等の対策をとる。 

 連携室の MSWがベッドコ
ントロールの一翼を担っ
ており、患者の入退院は必
ず MSW と相談して行う。 

 元は老人病院であった
のをリハビリ病院に機
能転換。鹿児島大学病院
指定病院となる等の実
力を持つに至る。 

 統合先病院もリハビリ
病院に機能転換した。 

 グループ病院での共同購入
や同効品への変更、業務工
程の見直しや水道光熱費に
おける省エネ施策の実行に
より、着実なコストダウン
が実現されている。 

 管理職研修や、全職員を対
象にした接遇研修を実施し
ている。新入職員にはオリ
エンテーションを実施して
いる。このほか、外部の研
修会にも積極的に参加させ
ている。 

 中途採用のみにつき、入職
時のキャリア差が大きいの
で、マンツーマンでＯＪＴを
実施している。 

 ３つの病院 1,031 床（すべ
て療養病床）、５つの介護
施設、４つの高齢者賃貸住
宅等を近距離に位置し、急
性期病院の受け皿として
慢性期～介護・在宅医療等
に特化。 

 平成 24 年を目途（当時）
とした介護型療養病床
の廃止に向けて、博友会
病院を新型老健施設に
転換。 

 その際、廃止に伴う 24
床を札幌田中病院に移
転。 

 共同購買を実施し、スケー
ルメリットを活かしたコス
トダウンを実施。半期ごと
に物品購入の委員会を開催
し、各部必要物品を調達。
そのなかで、２病院共通で
購入できるものは、それに
よる価格のメリットを享
受。 

 人事制度の構築では、両病
院のスタッフの給与が最低
限現状維持をできることを
基本に規定を設定したが、
その規定から大きく外れて
現状の報酬が高過ぎる職員
は減給。 

 研修参加にかかる予算計上
や学会発表の成果に対する
金一封などを付与。 

 地域連携室を設置して後
方機能をアピール。 

 空床状況を職員全体で共
有。 

 グループとしての病院の
機能を有効活用し、回復期
を過ぎた患者を呉中通病
院から呉三条病院や他の
急性期病院へ転院させる
等、病院の機能分担を活か
した連携体制を構築。 

 患者の容体変動時にもグ
ループ内外と連携をとり
対応。 

 回復期以降の受け皿機
能に特化し、回復期リハ
ビリテーションから療
養までの一貫提供体制
を整備。 

 そのために旧中川病院
を回復期機能、旧中川脳
神経外科病院を療養機
能に転換。 

 西知多医療厚生組合への移
管後、薬品や診療材料につ
いては３病院共同入札、委
託事務は共同実施によりス
ケールメリットを発揮。 

 施設統合により医療機能の
強化を図り、医師に魅力あ
る病院となることで魅力向
上を図るとともに、認定看
護師研修等を積極的に受講
できるように取り計らって
いる。 

 ２次救急の集約による消
防隊との連携体制の構築
や、新中核病院の建設に向
けて地元医師会・開業医そ
の他医療・福祉施設等との
連携強化に努めている。 

 ２次救急医療確保のた
め東海市民病院本院に
医師を集約。分院では慢
性期医療や健診事業を
実施。 

 平成 27 年度に知多市民
病院との統合新病院を
建設・開院予定。 

 医薬品・診療材料、医療機
器、電子カルテシステムの
統一化・共有化を検討中。 

 電子カルテの共通化につい
ては平成24年 7月に稼動予
定。 

 施設統合により医療機能の
強化を図り、医師に魅力あ
る病院となることで魅力向
上を図る。 

 新病院建設・開院に向け、
人事交流を実施。 

 教育支援センターの創設に
より臨床研修医増加や医療
スタッフ教育充実を計画。 

 地域連携施策の共有を検
討中。 

 救急医療体制の強化。 
 統合後は５センター体
制の下で診療科を増設
予定。 

 平成 29 年に統合新病院
を建設・開院予定。 

 新統合病院において設
置の５センターを中心
に設備投資を実施予定。 
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ケーススタディ事例における経営管理手法一覧（3）  
 ①職員の経営参画意識の高揚 ②ＰＤＣＡ活動の励行 ③課題の把握と対応 

地方独立行政法人 
桑名市民病院；三重
県桑名市 
 
（Ｐ139～） 

 国立病院機構の給与体系を参
考に、民間ベースの人事考課制
度を組み入れた給与体系を作
成。 

 経営状況を全職員に公開し賞
与を削減するなど、病院運営意
識から病院経営意識への変革
を図っている。 

 法人年度目標を設定し、法
人目標を実現するための部
門目標を掲げ、部門目標に
沿い各職員は「有言実行シ
ート」による目標管理制度
を実施しており、賞与、昇
給及び昇任に反映させてい
る。 

 先進病院とのベンチマーク
比較を行うなかで自院の問
題点を明らかにし、既存の
状況を是とせず、まずアク
ションを起し、経営改善に
繋がるきっかけづくりを図
っている。 

上尾中央医科グル
ープ；埼玉県上尾市 
 
（Ｐ149～） 

 各病院の診療データや経営デ
ータは本部を通じて内部情報
データベースで共有されてお
り、職員は他院の情報も把握可
能。ただし、収支データについ
ては病院長・看護部長・事務部
長等の幹部のみ閲覧可能。 

 各病院での経営改善策や質の
向上策等の２～３題のテーマ
を設定してチームを組んで対
策を検討するワークアウトを
実施し、グループ全体の予選大
会、決勝大会で発表され、優秀
発表は表彰される。この活動に
より、ワークアウトの好事例を
グループ内で共有でき、一層の
業務改善を実現。 

 年末を目途にグループの基
本方針・目標が発表され、
各病院が事業計画書・予算
申請書を作成して本部に提
出。２～３月に各病院にヒ
アリングを行い、計画の妥
当性・実現可能性等を検討。
各病院は事業計画に基づき
病院運営を行うが、４半期
ごとに経営状況がチェック
されるとともに、レビュー
ミーティングが実施され
る。予算と乖離がある場合
には本部と改善策を再検
討。 

 四半期ごとの経営状況確認
等の経営データ把握。 

 地域の医療ニーズを分析
し、医療機能を見直し。 
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等  元平田循環器病院長が診
療材料の価格交渉指導を
現場職員に対して実施。 

 認定看護師資格取得への
研修費等を補助している。 

 患者増には１次医療機関
との地域連携は必須であ
り、紹介患者への丁寧な対
応だけでなく、逆紹介によ
る役割分担を進めている。 

 24 時間 365 日体制の脳神
経外科において、専任の
理学療法士増員によりＳ
ＣＵ（脳疾患ケアユニッ
ト）を設置し、さらに、
作業療法士を採用決定
し、脳血管リハビリテー
ション機能を充実し収益
力の向上を図っている。 

 グループ傘下病院で共通
する医薬品・診療材料は標
準化し、共同購買を実施。
ただし、病院機能に応じ、
各病院独自品目の購入も
可能。 

 医療機器は各病院で必要
なものを予算化して購買。
予め納入価格の取り決め
がされている場合にはそ
の価格に従い、その他の場
合は本部で価格交渉を実
施。 

 キャリアサポートセンターを
設置し、看護局キャリアラダ
ーに基づく認定研修、厚生
労働省認定の資格取得に
向けての研修を開催。 

 日本看護協会認定・認定看
護管理者研修ファースト
レベル教育課程を開講。 

 厚生労働省・看護学生実習
指導者講習会を開講。 

 グループ独自のＡＭＧ看護
学会やＡＭＧ老健学会を実
施。 

 医師に対しては学会参加費
等の金銭支援。 
 

 グループ病院・施設を地域
ごとに７つのクラスター
に分け、事務長を中心に定
期的な会合を持ち、グルー
プ内でもより一層の連携
を深めるよう取り組んで
いる。 

 地域連携室を中心に、他医
療機関や行政機関を訪問
し、情報提供するなどして
連携強化を図っている。 

 メディカルトピア草加病
院を 69 床減尐して内視
鏡手術を中心とした病院
に専門特化するととも
に、減床分を埼玉回生病
院に移転。 

 脳神経外科中心の病院を
回復期リハビリテーショ
ンに特化し経営改善を実
現（杉並リハビリテーシ
ョン病院）。 

 移転新築により環境改善
を図り、単年度黒字を実
現（笛吹中央病院）。 
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２. 経営統合の課題 

収集事例では、経営統合後により良好な運営を実現できた場合がある一方、いくつかの

要因により統合不調となった場合や譲り受けの対象にならない基準があることが確認さ

れた。 

以下では、各要因を「(1)各種認定や診療報酬体系への対応」、「(2)服務規程・院内運用

ルール等の統一」、「(3)統合に伴う費用負担への対応」に区分し、概要と対応を整理する。 

 

(1) 各種認定や診療報酬体系への対応 

公立病院の経営統合の事例において、経営統合に伴う開設者や病床規模の変更によりＤ

ＰＣ包括支払制度に係る提供データの継続が認められない可能性があることや各種学会に

よる専門医研修施設の認定が停止されること等が懸念されている。 

本論点は民間病院の経営統合においても同様に課題になると思われるが、自院に必要な

認定や診療報酬体系を把握し、必要な体制・機能を確保した上で各々の担当部局との事前

調整を行うことにより一定の対応は可能と考えられる。 

 

① ＤＰＣ包括支払制度 

提供データの継続については、画一的な規定があるわけではなく、病院機能や施設基準

に応じて判断する。統合後の病院でも７対１看護や 10 対１看護が実現できることのほか、

医師数をはじめ急性期病院として必要な人員体制が整っているか等の視点から個別的に

判断される。（厚生労働省保険局医療課） 

 

② 専門医研修施設認定 

研修施設の認定について画一的な規定があるわけではなく、統合後の病院の研修プログ

ラムの実態に即して判断する。例えば、指導医の確保や解剖研修の実施可否等の研修プロ

グラムを学会に提出し、個別的に判断される。（日本内科学会） 

 

(2) 服務規程・院内運用ルール等の統一 

職員の服務規程や業務遂行上の運用ルールの統一については、どの事例でもいずれかが

大きな検討課題となっている。これらの課題は主に以下のように整理できる。 

 

① 各種規定の統一 

ケーススタディを行ったほとんどの事例において、給与（現給保障の有無・期間）、休

暇等に係る規定の統一に時間を要したことが負担として挙げられたほか、看護師の夜勤体

制（２交替・３交替）が統一されない等の課題も挙げられている。 

 

② 運用面の統一 

患者にファーストタッチする担当職員（医師・看護師・事務等）が誰で、他職種・他部

門にどのように情報伝達し、業務を連携するか等の運用ルールについて、統合先病院との

現場運用の調整を行う場がないことが懸念材料として示されている。また、患者に直接関
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係しない場面での職員間の業務分担についても、それぞれのローカルルール・インフォー

マルな運用がしばしば見られ、業務効率化や情報システム化の阻害要因となることが尐な

くない。 

運用手順の統一化については、ワークフローを作成（可視化）して相互に誤解のないよ

う検討を進めなければならないが、病院業務のワークフローは一般にかなりの種類がある

ため、作成から議論・検討までの流れを実施することは相当な負担を要する。また、検討

課題自体も膨大な数となり、優先順位を把握したうえで効率よく調整を進めることは、運

用改善検討に不慣れな病院では難しい。 

 

③ 情報システムの統一 

電子カルテシステムを含めた情報システムを有効活用するには“標準化”の推進が不可

欠であり、カルテ記載様式だけではなくオーダ情報の発信から処置等の実施入力のタイミ

ング、伝票起票対象の行為など、ワークフローを用いて検討漏れのないようにしなければ

ならない。 

また、両病院で診察を受けていた患者がいると想定される場合、患者の過去診療歴をど

う把握するか（患者ＩＤを統一して紙カルテ又は電子カルテシステムで容易に検索可能なよ

うにするか）、病院規模によっては億単位の費用が必要となるため、情報・病歴担当スタ

ッフと協議・検討し、予算枠を的確に見積もることが重要である。 

 

④ その他 

運用面のほか、医局との調整、使用物品の統一や情報システム化による運用差異が診療

に重大な影響を与える恐れがあるため、人事交流や運用ワーキンググループの開催等で調

整している事例がある。 

 

※①～③の統一策については資料編参照。 

 

(3) 統合に伴う費用負担への対応 

人事制度、会計処理方法、その他の諸規定や運用ルールの統一、更新は専門知識を要し、

時には経営に甚大な影響を及ぼす内容を含むことから、外部専門家の活用により適切な統

合形態を模索することが有効である。公立病院同士の統合事例では、監査法人や病院経営

コンサルタントを採用することにより調整機会を確保し、円滑な開院を実現しているケー

スがみられるが、民間病院同士の統合では外部専門家を利用するケースは限られている。 

円滑な開院によるブランド力の向上を図るためにも、多様な情報やノウハウを有する外

部専門家の活用により、単なる統合ではなく、機能向上・運用改善が実現できる効果的な

統合が可能になる。ただし、民間病院では公立病院に比べて予算が限られることから、今

後の行政予算措置や自治体のアドバイス体制の強化について検討することも有効と考え

られる。 
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３. 経営統合による経営安定化 

第１章に示したとおり、病院施設数は 100 床未満の規模を筆頭に減尐傾向が続いており、

存亡の危機に立つ中小・中堅病院が尐なからずあるものと推察される。介護療養型医療施

設(介護療養病床）については平成 29 年度末までに廃止の予定であり、介護療養病床

78,000 床は介護老人保健施設等に転換することになる。 

このような将来見通しが立つ病院施設・病床の廃止はまだしも、経営難・後継者難等を

原因とする突然の閉院が無秩序に発生すると、地域の他病院に患者が押し寄せて本来の医

療機能の提供に支障をきたし、最悪の場合は地域医療が崩壊する事態も招きかねない。ケ

ーススタディの東海市民病院・東海産業医療団中央病院の事例をはじめ、１病院の閉院の

危機が他医療機関にも連鎖して地域医療全体が本来の機能を発揮できなくなった例は尐

なくない。経営統合による経営安定化は、このような事態を食い止めるための一手法であ

る。 

一方、ケーススタディの経営管理手法分析では、経営スタッフをそろえてＰＤＣＡ活動や

一括購入等を行う相対的に規模の大きな法人の経営状況が良好であることから、経営安定

化には規模のメリットが働いているものと推察される。半面、中小・中堅規模の病院は、

経営分析や経営企画を担当する経営スタッフを抱える余力に乏しく、一括購入や研修制度

充実等の規模のメリットが働く対応も難しい。一定規模を備えた法人は経営スタッフ層を

厚くし、さまざまな経営管理手法を実行に移すことでさらに余力を生む好循環を享受でき

ることを勘案すると、法人規模による経営管理・経営改善余力の格差が拡大する可能性が

ある。 

余力の乏しい中小・中堅病院同士で共同購買や共同での経営管理体制を取る方法も想起

されるが、尐なくとも収集事例にはそのような業務提携例は見当たらなかった。医療機関

は、公的保険制度に支えられた社会資本であることから、地域医療を守るために自治体が

民間医療機関の経営統合を支援する例もある。今後の医療経営において、中小・中堅病院

のみでは対応が難しい規模のメリットに裏打ちされた経営管理手法が必要となった場合、

自治体や地域機関が関与しつつ地域医療機関連携を進め、地域医療を守る方策を模索する

ことも必要といえる。 

 

(1) 地域医療機関連携の意義と効果 

規模のメリットを得るために中小・中堅病院が連携し、共同で経営効率化を図ることは、

地域医療提供体制の安定化をもたらす意義がある。地域医療機関連携により次の効果が見

込める。 

 

① コストダウン 

一定の規模があれば、診療材料の一括購入や薬品・材料の市場価格の把握等によりコス

トダウンを図ることが可能である。 

大阪府立病院機構は５府立病院の統合（地方独立行政法人化）に伴い、ＳＰＤに薬品・

診療材料の購入先選定から価格交渉を委ねたことで診療材料費比率を 23.6％から 21.5％

に２ポイント下げるのに成功している。医療機器や委託費を含めれば相当のコストダウン
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が可能である。 

 

② 経営管理 

ＰＤＣＡサイクルによる目標管理システムを基本に、人員の適正配置や運営手順の効率化

（運営システムの構築）により無駄を省き、職員の使命感を高揚させる人事制度を構築す

る等の経営マネジメントの優务が業績に直結する。各医療機関で優秀な経営スタッフを育

成するのが本旨であるが、連携医療機関が共同で経営コンサルタントや税理士等に業務改

善を委託し、連携医療機関間で改善効果を共有・競争する方策も想定される。 

 

③ 教育研修 

接遇やスキルアップ等の各病院で共通する研修は内部研修の方が効率的であり、連携医

療機関間で共同研修を開催する方式が想定される。 

また、職員不足から専門研修を受講できない事態が想定されるが、医師等の相互派遣に

よる輪番研修等も検討対象となろう。 

 

④ 医療機能再編 

ケーススタディの中川病院・中川脳神経外科病院の医療機能再編のように、医療機能を

特化し病院間の役割分担を明確にする再編成を図ることは、当該病院の経営面に利点があ

るばかりか、地域医療資源の有効活用の面でも得るところが大きい。医療機関の連携が強

化されれば、相互の医療機能再編も俎上に上ろう。 

 

(2) 地域医療機関連携の方策 

現在は他法人との合併や病院グループ傘下に入ることにより規模のメリットを享受す

る方式が主流であるが、独立性を担保しつつ規模のメリットを生む地域医療機関連携が期

待される。課題は医療機関の連携推進の担い手が不在である点である。 

 

① 医療機関の自発的連携 

まず第一に、志を同じくする同規模病院を抱える法人が連携関係を結んで規模のメリッ

トを享受する方式が考えられる。すなわち、医療法人等が連携関係の下で共同購入等を展

開する形態が想定される。 

経営の自由度は相対的に高く、共同購買や経営分析、相互の医療連携等が進むメリット

がある半面、複数の医療法人をグループ化する担い手の存在が判然としない点が課題であ

る。他分野事例では商店街活性化が参考になる。シャッター商店街が多い中、商店街のデ

ザインを統一したり、商店街でイベントを打つ等により集客力向上に成功している商店街

も散見される。これらはいずれも各店舗の利害関係を調整したオピニオンリーダーの統率

力の賜であるが、個人の力量に負うところが大きく、オピニオンリーダーの出現を待つ不

確実性が大きい。 
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② 基幹病院を核とする医療機関連携 

次に、国公立病院や公的病院等の地域基幹病院が主導し、共同購買等に限定した緩やか

な連携関係を築くことで規模のメリットを享受する方式が考えられる。地域医療提供体制

を堅持することで基幹病院に患者を過度に集中させない効果が見込めるため、地域基幹病

院にとっても医療機関連携を主導するメリットがある。 

基幹病院を核とする連携関係が組めれば、基幹病院の下に中小・中堅病院が共同購買や

共同での経営管理体制を敷く布石となろう。 

 

③ 自治体・その他機関主導の医療機関連携 

地域医療機能を堅持することは自治体の使命のひとつであり、現に自治体が地域の民間

医療機関の経営統合の調整を担っている事例もある。自治体が医療機関経営安定化の窓口

を設け、必要に応じて医療機関間の調整役を果たすことが期待される。公立病院がある場

合は、公立病院を核とする医療機関連携が図れ、さらに自治体の経営支援策を組み込む方

式が取れよう。 

また、地元金融機関等も融資先医療法人の健全経営のために調整役を担う意義があり、

医師を輩出している大学医局も限られた医師を有効に配置するために関与する意義があ

る。医師会をはじめとする医療関連機関も地域の医療提供体制が安定しているに越したこ

とはなく、医療機関連携を支援する意義は大きい。 

 

経営統合は経営ノウハウを共有し、規模のメリットを享受できる点で医療機関の経営基

盤強化に有効である。医療機関の経営が安定してこそ地域医療も堅持できる。地域にはそ

れぞれ特性があり、地域事情に通じた地元の経営者が病院を運営するに越したことはない。

医療機関は社会資本、生活インフラであるとの視点に立ち、地域医療を守るために様々な

関係者が医療機関の経営安定化に関与することが期待される。 

 

 


